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　Ｓ社株式について、令和 ２ 年 ３
月末における １ 株当たりの純資産
価額▲100,000が、その修正取得

時純資産価額▲50,000のおおむね50％以
上下回り、また、 １ 株当たりの時価評価
額 ０ 円がその帳簿価額40,000円のおおむ
ね50％相当額を下回るとともに、近い将
来の回復見込みがなく、併せて、令和 ２

年 ３ 月末時点は、増資払込みをした平成
27年 ４ 月から相当の期間が経過しており、
かつ、その時点までに改めてＳ社の業績
悪化という事実が生じています。
 したがって、令和 ２ 年 ３ 月末のＳ社株
式 １ 株当たりの帳簿価額40,000円とその
時の １ 株当たりの時価評価額 ０ 円との差
額40,000円に保有株式数40,000株を乗じ
た16億円については、Ｓ社株式に係る評

A

　内国法人Ｐ社は、平成22年 ４ 月、国内でITビジネスを展開するため、10億円を投
資して100％子会社Ｓ社（ ３月決算）を設立し、Ｓ社株式20,000株を取得し継続保
有していたところ、平成27年 ４ 月に、Ｓ社に対して資本増強する必要が生じたため、

６億円の増資払込みを行い、Ｓ社株式60,000株を新たに取得しました。さらに、平成30年
４ 月には、Ｓ社が発行済株式 ２株を １株にする株式併合を行ったことから、Ｐ社が保有す
るＳ社株式数は40,000株となりました。
　一方で、Ｓ社は、平成26年頃から業績不振により債務超過の状態が続いており、平成30
年以後さらに業績が悪化したことから、令和 ２年 ３月末に、Ｐ社はＳ社株式の株価下落に
ついて、合理的な基準に基づくと近い将来の回復見込みはないとする判断を行い、Ｓ社株
式の １株当たりの帳簿価額 40,000 円と時価評価額 ０円との差額 40,000 円に保有株式数
40,000株を乗じた16億円をＳ社株式に係る評価損として計上しました。
　この場合、Ｐ社が計上したＳ社株式の評価損16億円は、損金の額に算入することができ
るかご教示願います。

Q

発 生 年 月 異 動 事 項 旧株式１株：新株式数 設立・異動直前
１株純資産価額 １株当たり取得価額

平成22年４月 設　　　立 ― 50,000 50,000
平成27年４月 増資払込み １：３ ▲50,000 10,000
平成30年４月 株 式 併 合 １：0.5 ― ―
令和２年３月末 当　期　末 ― ▲100,000 40,000

（単位：円）

法人税

増資払込み及び株式併合後の
非上場有価証券評価損
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価損として、令和 ２ 年 ３ 月期の所得金額
の計算上、損金の額に算入することがで
きると考えられます。

【解　説】
１ 　非上場有価証券評価損の関係法令

　内国法人の有する非上場有価証券につい
て、その有価証券を発行する法人の資産状
態が著しく悪化し、その価額が著しく低下
した事実が生じた場合、その内国法人が当
該有価証券の評価換えをして損金経理によ
りその帳簿価額を減額したときは、その減
額した部分の金額のうち、その評価換えの
直前の当該有価証券の帳簿価額とその評価
換えをした日の属する事業年度終了の時に
おける当該有価証券の価額との差額に達す
るまでの金額は、その評価換えをした日の
属する事業年度の所得の金額の計算上、損
金の額に算入されます（法法33②、法令68
①二ロ）。

２ 　非上場有価証券評価損の基本通達
⑴　資産状態の悪化

　非上場有価証券の評価損の計上ができ
る事実に規定する「その有価証券を発行
する法人の資産状態が著しく悪化したこ
と」とは、当該事業年度終了の日におけ
る当該有価証券の発行法人の １ 株当たり
の純資産価額が、当該有価証券を取得し
た時の当該発行法人の １ 株当たりの純資
産価額に比しておおむね50％以上下回る
ことをいいます（法基通 ９ － １ － ９ ）。
　なお、当該発行法人が債務超過の状態
にあるため １ 株当たりの純資産価額がマ
イナスであるときは、当該マイナスの金
額を基礎としてその比較を行います（法

基通 ９ － １ － ９ （注 ２ ））。
⑵　増資払込み等による純資産価額

　増資払込み等により有価証券の取得が
２ 回以上にわたって行われた場合や株式
併合等を行った場合の当該有価証券の １
株当たりの取得に係る純資産価額は、そ
の取得又は株式併合等があった都度、そ
の増加又は減少した当該有価証券の数及
びその取得又は株式併合等の直前におけ
る １ 株当たりの取得に係る純資産価額を
考慮して算定します（法基通 ９ － １ － ９

（注 １ ））。
⑶　株価の著しい低下

　非上場有価証券の評価損の計上ができ
る事実に規定する「有価証券の価額が著
しく低下したこと」とは、当該有価証券
の当該事業年度終了の時における価額が
その時の帳簿価額のおおむね50％相当額
を下回り、かつ、近い将来その価額の回
復が見込まれないことをいいます（法基
通 ９ － １ －11、 ９ － １ － ７ ）。

⑷　非上場有価証券の時価評価額
　非上場有価証券については、①売買実
例のあるもの、②公開途上にある株式で
当該株式の上場に際して株式の公募等が
行われるもの及び③売買実例のないもの
でその株式を発行する法人と事業の種類、
規模、収益の状況等が類似する他の法人
の株式の価額があるもののいずれにも該
当しない場合には、④当該事業年度終了
の日又は同日に最も近い日におけるその
株式の発行法人の事業年度終了の時にお
ける １ 株当たりの純資産価額等を参酌し
て、通常取引されると認められる価額を
時価評価額とすることができます（法基
通 ９ － １ －13）。
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３ 　回復見込み基準
　非上場有価証券の事業年度終了時におけ
る株価が帳簿価額の50％相当額を下回る場
合の当該有価証券に係る評価損の損金算入
に当たっては、株価の回復見込みについて
の検証を行う必要があり、回復見込みがな
いことについて法人が合理的な基準に基づ
く判断をしている限り、その判断が尊重さ
れることとなります。なお、非上場有価証
券の回復見込みの判断基準については、上
場有価証券における取扱いを準用すること
とされています（「上場有価証券の評価損
に関するＱ＆Ａ」国税庁・平成21年 ４ 月）。

４ 　増資払込み後の評価損計上
　株式を有している法人が当該株式の発行
法人の増資に係る新株を引き受けて払込み
をした場合、当該発行法人が増資の直前に
債務超過の状態にあり、かつ、その増資後
においても債務超過の状態が解消していな
いときは、その増資後における当該発行法
人の株式に係る評価損の計上は認められま
せん。ただし、その増資から相当の期間を
経過した後に改めて当該事実が生じた場合
には、この限りではありません（法基通 ９
－ １ －12）。

５ 　検討
⑴　資産状態の著しい悪化

　Ｓ社株式について、当初取得後に増資
払込み等が行われ、それに伴う １ 株当た
りの取得に係る純資産価額を修正した価
額（修正取得時純資産価額）は、上記 ２
⑵のとおり、その増資払込み直前の １ 株
当たりの純資産価額を考慮して算定する
こととされており、次のとおり、 １ 株当

たりの純資産価額に基づく移動平均法に
より計算すると、令和 ２ 年 ３ 月末の １ 株
当たりの修正取得時純資産価額は▲
50,000円となります。

　この点、非上場有価証券を発行する法
人の資産状態が著しく悪化したと認めら
れるためには、上記 ２ ⑴のとおり、当該
事業年度終了の日における当該有価証券
の発行法人の １ 株当たりの純資産価額が
当該発行法人の １ 株当たりの修正取得時
純資産価額に比しておおむね50％以上下
回ることが要件とされているところ、令
和 ２ 年 ３ 月末におけるＳ社株式 １ 株当た
りの純資産価額は▲100,000であり、 １
株当たりの修正取得時純資産価額▲
50,000円に比しておおむね50％以上下回
っているといえます。
　なお、▲50,000円に比して50％下落し
た価額は、上記 ２ ⑴により、▲50,000円
＋（▲50,000円×50％）＝▲75,000円と
なります。

⑵　株価の著しい低下
　非上場有価証券の価額が著しく低下し

⒜　平成22年４月（設立）
　　50,000円（１株当たり取得時純資産価額）

⒝　平成27年４月（増資払込み）
　　▲ 25,000円
　　　　（１株当たり修正取得時純資産価額）
　　　　　50,000（旧）＋▲ 50,000（新）×３
　　　　　　　　　１（旧）＋３（新）

⒞　平成30年４月（株式併合）
　　▲ 50,000円
　　　　（１株当たり修正取得時純資産価額）
　　　　　　　　　　　▲ 25,000（旧）
　　　　　　　　　　１（旧）－0.5（減少分）

⒟　令和２年３月末（当期末）
　　▲ 50,000円
　　　　（１株当たり修正取得時純資産価額）

＝

＝
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たと認められるためには、上記 ２ ⑶のと
おり、当該有価証券の当該事業年度終了
の時における価額がその時の帳簿価額の
おおむね50％相当額下回っていることが
要件とされています。
　この点、令和 ２ 年 ３ 月末のＳ社株式の
帳簿価額について、次のとおり、移動平
均法によって計算すると、 １ 株当たりの
取得価額は40,000円と算定されます。

　一方で、令和 ２ 年 ３ 月末のＳ社株式の
１ 株当たりの時価評価額については、上
記 ２ ⑷の取扱いに基づき、Ｓ社の同月末
における １ 株当たりの純資産価額等を参
酌して通常取引されると認められる価額
となるため、令和 ２ 年 ３ 月末のＳ社株式
の １ 株当たりの純資産価額が▲100,000
円であることを踏まえると、同月末のＳ
社株式の １ 株当たりの時価評価額は ０ 円
となります。したがって、Ｓ社株式の令
和 ２ 年 ３ 月末の １ 株当たりの時価評価額
は、 そ の 時 の １ 株 当 た り の 帳 簿 価 額
40,000円のおおむね50％相当額を下回っ
ているといえます。

⑶　株価の回復見込み
　非上場有価証券の価額が著しく低下し

たと認められるためには、上記 ２ ⑶のと
おり、近い将来、当該有価証券の価額の
回復が見込まれないことが要件とされて
おり、また、上記 ３ のとおり、回復見込
みがないことについて法人が合理的な基
準に基づき判断をしている限り、その判
断が尊重されるところ、Ｐ社は、Ｓ社株
式の価額について、合理的な判断基準に
基づき、近い将来に回復見込みがないと
する判断をしていることから、その合理
的基準が担保される限り、Ｓ社株式の価
額は回復見込みがないものとして認めら
れます。

⑷　増資払込み後の評価損計上
　発行法人が増資直前に債務超過の状態
にあり、その増資後も債務超過の状態が
解消しておらず、かつ、その増資から相
当の期間を経過した後に改めて評価損を
計上できる事実が生じていない場合には、
上記 ４ のとおり、当該発行法人の株式に
係る評価損の計上はできないところ、令
和 ２ 年 ３ 月末時点は、増資払込みをした
平成27年 ４ 月から相当の期間が経過して
おり、その時点までに改めてＳ社の業績
悪化という事実が生じていることを考慮
すれば、この点において、同月末に計上
した評価損は損金の額に算入することが
できるといえます。

⑸　結論
　以上のことから、Ｓ社株式について、
令和 ２ 年 ３ 月末における １ 株当たりの純
資産価額▲100,000が、その修正取得時
純資産価額▲50,000のおおむね50％以上
下回り、また、 １ 株当たりの時価評価額
０ 円がその帳簿価額40,000円のおおむね
50％相当額を下回るとともに、近い将来

⒜　平成22年４月（設立）
　　50,000円（１株当たり帳簿価額）

⒝　平成27年４月（増資払込み）
　　20,000円（１株当たり帳簿価額）
　　　　　　 50,000（旧）＋10,000（新）×３
　　　　　　　 　　１（旧）＋３（新）

⒞　平成30年４月（株式併合）
　　40,000円（１株当たり帳簿価額）
　　　　　　　 　　　　   20,000（旧）
　　　　　　　 　　　１（旧）－0.5（減少分）

⒟　令和２年３月末（当期末）
　　40,000円（１株当たり帳簿価額）

＝

＝
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の回復見込みがなく、併せて、令和 ２ 年
３ 月末時点は、増資払込みをした平成27
年 ４ 月から相当の期間が経過しており、
かつ、その時点までに改めてＳ社の業績
悪化という事実が生じています。
　したがって、令和 ２ 年 ３ 月末のＳ社株
式 １ 株当たりの帳簿価額40,000円とその

時の １ 株当たりの時価評価額 ０ 円との差
額40,000円に保有株式数40,000株を乗じ
た16億円については、Ｓ社株式に係る評
価損として、令和 ２ 年 ３ 月期の所得金額
の計算上、損金の額に算入することがで
きると考えられます。

※�　本文中、意見にわたる部分は筆者の私見であり、デロイト トーマツ税理士法人の公式見解ではありませ
ん。また、上記記載は掲載日現在有効な法令に基づくことに留意を要します。

　《デロイト トーマツ税理士法人　タックス コントラバーシーチーム
� ディレクター　野田　秀樹》

　災害からの復興・再建を目指す企業や被災企業を支援する税理士に向

に、災害時の法人税・消費税・源泉所得税の取扱いをコンパクトに解説。

橋本  満男・栁沢  徹  共編著　 頁・定価（本体価格 円＋税）

法人の災害対応ガイドブック

大蔵財務協会  編　Ｂ５判・1790頁・定価（本体価格

法人税 決算と申告の実務

　法人税申告書を作成する企業の経理担当者に向け、注意事項や誤りや
すい問題点について各種事例を取り入れて解説。各項目ごとにチェック
ポイントを掲載し、記載例の正誤を対比するなど、実務に即した編纂。

◆令和元年版◆

寄附金の税務

　寄附金をめぐる税務は、仕組みが単純ではなく、その制度等を正確に
把握しておくことは、実務家・経営者にとって極めて有益です。丁寧な

大林  督  編　Ａ５判・830頁・定価（本体価格

令和２年版 実例問答式

小林  磨寿美  著　Ａ５判・270頁・定価（本体価格

修繕費・改良費及び増改築費用の税務

　メンテナンス費用や修繕費と、資本的支出との判定は、専門家でも頭
を悩ますことが多い分野です。本書は実務に即しながら基本的な考え方
をまとめ、さらにQ&Aで難解な税務判定をわかりやすく解説します。

◆３訂版◆
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